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Ⅰ

　 　

　　　　　

なお，外郭団体のうち第三セクターについては，市の出資比率が５０％以上の団体を対象としてい
ます。

　平成１８年６月に成立した「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」を
契機に、地方の資産・債務改革の一環として「新地方公会計制度の整備」が位置づけられました。これ
により「新地方公会計制度研究会報告書」で示された「基準モデル」又は「総務省方式改訂モデル」を
活用して、地方公共団体単体及び関連団体等を含む連結ベースでの財務書類を人口３万人以上の都市に
おいては、平成２１年度までに整備し、公表するよう通知されました。

　こうした状況を踏まえ、本市では平成22年度から資産台帳の整備に着手し、「基準モデル」によっ
て貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の４表を作成しています。複式
簿記に基づき発生主義による財務書類４表を作成することにより、佐賀市が所有する全ての資産と負債
状況や行政サービスに要したコストが把握でき、将来的には予算編成や決算分析での活用を考えていま
す。

　

※　単体とは、一般会計に特別会計を含めたもので、連結とは、単体に外郭団体を含めたものです。

連結対象とした会計の範囲

連 結

佐賀県後期高齢者医療広域連合、佐賀中部広域連合、西佐賀水道企業団水道事業、
佐賀東部水道企業団水道事業会計、佐賀西部広域水道企業団水道用水供給事業会計、
天山地区共同衛生処理場組合、天山地区共同斎場組合、佐賀市土地開発公社、
（公財）文化振興財団、（公財）佐賀市体育協会、（株）佐賀資源化センター、
（有）熊の川温泉ちどりの湯、三神地区環境事務組合、脊振共同塵芥処理組合、
（一財）嘉瀬川水辺環境整備センター

外郭団体[１５団体]

一般会計

一般会計[１会計]

国民健康保険特別会計、国民健康保険診療所特別会計、後期高齢者医療特別会計、
自動車運送事業会計、水道事業会計、下水道事業会計、富士大和温泉病院事業会計、
工業用水道事業会計

特別会計[８会計]

単 体

《平成２６年度 佐賀市財務諸類の公表について》



Ⅱ平成２６年度　財務書類

（１）貸借対照表（バランスシート）

（単位：百万円）

金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

(１)金融資産 39,551 11% 47,563 9% 51,649 9% (１)流動負債 10,056 3% 15,238 3% 17,339 3%

①資金 2,498 1% 7,831 1% 12,352 2% ①公債(翌年度償還予定額) 8,879 2% 12,745 2% 13,655 2%

②債権 927 0% 3,670 1% 4,276 1% ②短期借入金 585 0%

(控除)貸倒引当金 △ 49 0% △ 146 0% △ 237 0% ③その他 1,177 0% 2,493 0% 3,099 1%

③有価証券 134 0% (２)非流動(固定)負債 94,857 26% 228,205 43% 241,094 43%

④投資等 36,175 10% 36,208 7% 35,124 6% ①公債 82,769 23% 153,075 29% 159,677 28%

(２)非金融(公共)資産 320,390 89% 485,094 91% 512,079 91% ②借入金 36 0%

①事業用資産 132,220 37% 135,819 25% 141,766 25% ③引当金 11,869 3% 13,394 3% 15,817 3%

②インフラ資産 188,170 52% 349,275 66% 370,313 66% ④その他 219 0% 61,736 12% 65,564 12%

③繰延資産 104,913 29% 243,443 46% 258,433 46%

255,028 71% 289,214 54% 305,295 54%

資産の部合計 359,941 100% 532,657 100% 563,728 100% 359,941 100% 532,657 100% 563,728 100%

市民一人当たり

資産 153 万円 227 万円 240 万円 負債 45 万円 104 万円 110 万円

純資産 108 万円 123 万円 130 万円

1‐(1)金融資産

1‐(2)非金融資産

2‐(1)流動負債

2‐(2)非流動負債

3　純資産

※　平成２７年３月３１日の佐賀市の人口： 人

※四捨五入したため一致しない部分があります。

　平成２７年３月３１日現在に保有する資産、負債、純資産を表示したもので、地方自治体が、住民サービスを提供するために保有している
資産と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたのかについて、総括的に示したものです。行政的には、資産はサービス提
供能力を示し、負債は将来世代の負担を示し、純資産は現在までの世代の負担と捉えます。

資産の部 負債の部

項目
普通会計 単体 連結

項目
普通会計 単体 連結

負債の部合計

純資産の部

純資産の部合計

負債・純資産の部合計

項目 普通会計 単体 連結 項目 普通会計 単体 連結

①資金 ： 形式収支額（歳入歳出の差し引き額）や歳計外現金などの現金や預金の資産
②債権 ： 税等の未収金や貸付金などの資産
③有価証券 ： 運用目的の有価証券
④投資等 ： 出資金や基金などの積立金の資産

①事業用資産 ： 庁舎や学校などの有形固定資産やソフトウエアなどの無形固定資産
②インフラ資産 ： 道路や河川などの社会基盤となる資産

　今までに佐賀市では、普通会計ベ－スで3,599億円、単体ベースで5,327億円、連結ベースで5,637億円の資産を形成してきています。

　そのうち、純資産である、2,550億円（普通会計）、2,892億円（単体）、3,053億円（連結）については、これまでの世代の負担で支払いが済んでおり、負
債である1,049億円（普通会計）、2,434億円（単体）、2,584億円（連結）について、これからの世代が負担していくことになります。

235,162

①公債（翌年度償還予定） ： 地方債残高のうち翌年度償還予定額
②短期借入金 ： 連結対象団体の短期借入金の残高

①公債（地方債） ： 地方債残高のうち翌年度に償還する額を除いた残高
②借入金 ： 連結対象団体の長期借入金の残高
③引当金 ： 退職給付引当金及び連結対象団体の負債に対する引当金

○純資産合計 ： これまでの世代が負担して蓄積された資産

概 要

項目の説明



（２）行政コスト計算書（平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日）

（単位：百万円）

金額 比率 金額 比率 金額 比率

75,443 100% 108,685 100% 153,363 100%

14,045 19% 16,820 15% 19,944 13%

10,686 14% 13,290 12% 14,855 10%

9,321 12% 10,782 10% 11,828 8%

1,153 2% 2,846 3% 3,901 3%

40,238 53% 64,947 60% 102,835 67%

他会計への移転支出 6,040 8%

補助金等移転支出 4,537 6% 4,537 4% 4,625 3%

社会保障関係費等移転支出 16,894 22% 46,594 43% 92,055 60%

その他の移転支出 12,767 17% 13,816 13% 6,155 4%

3,276 4% 12,308 11% 15,515 10%

1,862 2% 10,643 10% 13,808 9%

1,414 2% 1,665 2% 1,707 1%

72,167 96% 96,377 89% 137,848 90%

市民一人当たり

32 万円 46 万円 65 万円

1 万円 5 万円 7 万円

31 万円 41 万円 59 万円

1　経常費用

2　経常収益

※四捨五入したため一致しない部分があります。

　１年間の行政運営コストのうち、福祉サービスなどの提供といった資産形成に結びつかない行政サービ
スに要したコストを人件費、物件費、経費、業務関連費用、移転支出に区分して表示したものです。

項目
普通会計 単体 連結

１　経常費用　計　(行政コスト総額)

①　人件費

②　物件費

③　経費

④　業務関連費用

⑤　移転支出

２　経常収益　計

①　業務収益

②　業務関連収益

３　純行政コスト　(１経常費用－２経常収益)

項目 普通会計 単体 連結

１　経常費用　計　(行政コスト総額)

２　経常収益　計

３　純行政コスト　(１経常費用－２経常収益)

①人件費 ： 職員給与や議員報酬、退職給付費用など

②物件費 ： 備品や消耗品、施設等の維持修繕に係る経費や事業用資産の減価償却費など

　平成２６年度の行政コストの総額は、普通会計ベ－スで754億円、単体ベースで1,087億円、連結ベースで
1,534億円になります。

　行政サービスの利用に対する対価として市民の皆さんが負担した使用料や手数料などの経常収益は、普
通会計ベ－スで33億円、単体ベースで123億円、連結ベースでは155億円になります。

　行政コストの総額から経常収益を引いた純行政コストは、普通会計ベ－スで722億円、単体ベースで964億
円、連結ベースで1,378億円で、この不足分は、市税や地方交付税などの一般財源や国・県補助金で賄って
います。

③経費 ： 委託料や使用料、旅費、手数料、広告料など

④業務関連費用 ： 地方債や関係団体の借入金の償還利子など

⑤移転支出 ： 市民への補助金や児童手当、生活保護費などの社会保障費など

①業務収益 ： 公共施設を使用した際に徴収する使用料や証明書の発行手数料など

②業務外収益 ： 利子及び配当金、財産売払収入、雑入など

項目の説明

概 要



（３）純資産変動計算書 （平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日）

（単位：百万円）

比率 比率 比率

100% 100% 100%

0% -1% -1%

34% 43% 55%

28% 33% 45%

3% 4% 5%

1% 1% 1%

3% 4% 5%

34% 42% 54%

13% 14% 15%

16% 22% 34%

4% 5% 6%

4% 4% 4%

4% 4% 3%

0% 0% 0%

0%

0% -22% -24%

0%

0% -22% -24%

4% -19% -21%

100% 100% 100%

（ハ）その他の純資産変動 ： 財源、資産形成充当財源の変動以外の変動を表示

※四捨五入したため一致しない部分があります。

　純資産（これまでの世代が負担して蓄積された資産）が平成２６年度中にどのように増減したかを財
源の変動、資産形成充当財源の変動、その他純資産の変動に区分し表示したものです。

項目
普通会計 単体 連結

金額 金額 金額

Ⅰ　前期末残高 245,149 344,855 368,699

（イ）財源変動の部＝(2調達－１使途) △ 1,191 △ 2,628 △ 2,239

１財源の使途 87,244 123,213 168,045

(１)純経常費用(純行政コスト)への財源措置 72,167 96,377 137,848

(２)固定資産形成への財源措置 7,015 12,914 13,770

(３)長期金融資産形成への財源措置 1,650 1,650 2,528

(４)その他の財源の使途 6,412 12,272 13,899

２財源の調達 86,053 120,585 165,806

(１)税収・社会保険料 33,599 41,376 44,931

(２)補助金等の移転収入 41,813 63,313 103,207

(３)その他の財源の調達 10,641 15,896 17,668

（ロ）資産形成充当財源変動の部＝(１＋２＋３) 11,046 11,631 11,572

１　固定資産の変動 9,985 10,619 10,157

２　長期金融資産の変動 1,061 1,012 1,416

３　評価・換算差額等の変動 △ 1

（ハ）その他の純資産変動の部＝(１＋２＋３) 24 △ 64,644 △ 72,737

１　少数株主持分の変動 4

２　開始時未分析残高の変動

３　その他純資産の変動 24 △ 64,644 △ 72,741

Ⅱ　当期変動額合計＝(イ＋ロ＋ハ) 9,879 △ 55,641 △ 63,404

Ⅲ　当期末残高＝(Ⅰ＋Ⅱ) 255,028 289,214 305,295

(イ)　財源の変動 ： 行政コスト計算書に計上されない資金の流出入を表示

　1　財源の使途 ： 市税などの一般財源や国・県補助金などの財源をどのようなものに使ったかを表示

3　評価・換算差額等の変動 ： 固定資産や金融資産の当該年度に発生した評価益、評価損を表示

(1)純経常費用への財源措置 ：純経常費用（純行政コスト）に支出した額

(2)固定資産形成への財源措置 ： 固定資産の形成のために支出した額

(3)長期金融資産形成への財源措置 ： 基金積立や貸付金など長期金融資産形成のために支出した額

(4)その他の財源の使途 ： インフラ資産に係る直接資本減耗の額など

　2　財源の調達 ： 財源をどのような収入で調達したかを表示

(1)税収・社会保険料 ： 市税や利子割交付金などの交付金、特別会計の保険料等の収入

1　少数株主分の変動 ： 本市以外の株主に帰属する純資産に相当する額の増減を表示

　平成２６年度は、普通会計ベ－スで99億円増加、単体ベースで556億円、連結ベースで634億円の純資産が減少しており、
総額で、2,550億円（普通会計）、2,892億円（単体）、3,053億円（連結）になりました。

　財源変動額については、普通会計ベ－スで12億円、単体ベースで26億円、連結ベースで22億円減少していますが、これは
現役世代からの資金の流出を意味します。また、発生主義による基礎的財政収支に相当するものです。

　資産形成充当財源変動額については、普通会計ベースで110億円、単体ベースで116億円、連結ベースで116億円増加し
ています。

(2)補助金等の移転収入 ： 国・県補助金など

(3)その他の財源調達 ： 貸付金の償還収入や固定資産の売却収入など

（ロ）　資産形成充当財源の変動 ： 財源を将来世代も利用可能な固定資産形成等にどの程度使ったかを表示

1　固定資産の変動 ： 公共施設や道路などの資産取得や売却、減価償却等による増減額を表示

2　長期金融資産の変動 ： 基金、貸付金、出資金などの長期金融資産の増減額を表示

項目の説明

概 要



（４）資金収支計算書 （平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日）

（単位：百万円）

（注）うち、公債・借入金支払利息支出

※四捨五入したため一致しない部分があります。

　１年間の資金の増減を経常的収支、資本的収支、財務的収支に区分し表示したものです。

項目 普通会計 単体 連結

(イ)経常的収支区分（②収入－①支出） 7,049 14,957 17,369

①経常的支出 71,628 102,389 146,595

②経常的収入 78,677 117,346 163,964

(ロ)資本的収支区分（②収入－①支出） △ 8,043 △ 13,879 △ 15,204

①資本的支出 8,665 14,407 16,140

②資本的収入 622 528 936

△ 994 1,078 2,165

(ハ)財務的収支区分（②収入－①支出） 454 △ 1,635 △ 2,420

①財務的支出（注） 10,116 15,367 18,332

②財務的収入 10,570 13,732 15,912

１　当期資金収支(イ＋ロ＋ハ) △ 540 △ 557 △ 255

イ-②経常的収入 ： 行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入されるもの
　　　　　　　　　　（市税、保険料、使用料、手数料など）

ロ-①資本的支出 ： 公共施設や道路整備などの資産形成、投資や貸付金などの金融資産形成に支出したもの

２　期首資金残高 3,038 8,388 12,607

３　期末資金残高(１＋２) 2,498 7,831 12,352

ロ-②資本的収入 ： 土地などの固定資産の売却収入など

ハ-①財務的支出 ： 地方債や借入金などの利子や元本の償還

ハ-②財務的収入 ： 地方債や借入金の収入

　平成２６年度は、資金が普通会計ベ－スで5億円、単体ベースで6億円、連結ベースで3億円減少してお
り、期末資金残高は、普通会計ベ－スで25億円、単体ベースで78億円、連結ベースで124億円になりまし
た。

　基礎的財政収支は、公債費を賄う財源となるものですが、普通会計ベ－スで△10億円、単体ベースで11
億円、連結ベースで22億円でした。

基礎的財政収支(イ＋ロ)

1,153 2,696 2,886

イ-①経常的支出 ： 行政サービスを行う中で、毎年度継続的に支出されるもの
　　　　　　　　　　（人件費、物件費、補助費、扶助費など）

項目の説明

概 要


